
第七号様式（第十条関係）

登録申請者

※ ※ Ｆ １ ２ ３ ４ ５

項番 ◎ 商号、名称又は氏名及び住所

１１ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３

カ ス ミ カ ゛ セ キ ア ソ シ エ イ ツ

霞 ヶ 関 ア ソ シ エ イ ツ 株 式 会 社

１ ０ ０ － ８ ９ １ ８

東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

カ ス ミ カ ゛ セ キ フ ト ゛ ウ サ ン

霞 ヶ 関 不 動 産 株 式 会 社

東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３ ※

◎ 代表者又は個人に関する事項 変更区分

１２ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日 １ １．就退任　２．氏　名

カ ス ミ カ ゛ セ キ イ チ ロ ウ

霞 ヶ 関 一 郎

Ｓ － ４ ８ 年 １ ２ 月 ２ ５ 日

カ ス ミ カ ゛ セ キ タ ロ ウ

霞 ヶ 関 太 郎

Ｓ － ４ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日

※

確認欄

（Ａ４）

登録事項変更届出書
（第一面）

（01）

霞ヶ関アソシエイツ株式会社

０３－５２５３－８１１１

０３－５２５３－１５５７

商 号 又 は 名 称

氏 名 代表取締役　霞ヶ関　一郎

電 話 番 号

ファクシミリ番号

(法人である場合においては、代表者の氏名)

生 年 月 日

確認欄

フ リ ガ ナ

受付番号

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

住 所

変
更
前 生 年 月 日

商号、名称又は氏名

住 所

氏 名

変
更
前

女性

氏 名

□ 女性

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

殿

法 人 番 号

　令和○○年　○月　○日

○○地方整備局長

受付年月日

性 別 ☑ 男性

フ リ ガ ナ

届出時の登録番号

変

更

後
性 別 ☑ 男性 □

住宅宿泊事業法第26条第１項の規定により、登録事項の変更の届出をします。

変

更

後

商 号 、 名 称

又 は 氏 名

郵 便 番 号

①

③

③

②

④

⑤

⑥

⑦

⑧
③

⑤
⑥

⑧
③
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① 登録申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 届出時の登録番号を記載すること。

③ 「変更年月日」及び「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、

□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

④ 法人番号は、登録申請者が法人である場合にのみ記入すること。

※法人番号とは、国税庁から指定・通知される13桁の番号。（商業登記簿の会社法人等番号12桁の左側に１

桁を付加したもの）

⑤ 商号、名称又は氏名について、法人である場合においては、「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰

めで記入し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。なお、フリガナに会社の種類（カブシキガイ

シャなど）は記入しないこと。また、「商号、名称又は氏名」の欄も、上段から左詰めで記入すること。

個人である場合においては、「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入

し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。また、「商号、名称又は氏名」の欄も姓と名の間に１

文字分空けて左詰めで記入すること。

⑥ 「住所」の欄は、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入す

ること。

（記入例） 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

⑦ 代表者又は個人に関する事項の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより作成する

こと。

ア 代表者に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 代表者の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

⑧ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及び

半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入すること。
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※ ※ Ｆ １ ２ ３ ４ ５

項番 ◎ 法定代理人に関する事項

１３ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日

コ ク ト ゛ カ ン リ

国 土 管 理 株 式 会 社

１ ０ ０ － ８ ９ １ ８

東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３ 霞 ヶ 関 ビ ル

１ ５ 階

－ 年 月 日

コ ク ト ゛ カ ン リ

国 土 管 理 株 式 会 社

東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３ 国 土 交 通 ビ

ル ２ 階

－ 年 月 日

※

◎ 法定代理人の代表者に関する事項（法人である場合） 変更区分

１４ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日 ２ １．就退任　２．氏　名

カ ス ミ カ ゛ セ キ ハ ナ コ

霞 ヶ 関 花 子

Ｓ － ４ ５ 年 ０ ４ 月 １ ０ 日

コ ク ト ゛ ハ ナ コ

国 土 花 子

Ｓ － ４ ５ 年 ０ ４ 月 １ ０ 日

※

確認欄生 年 月 日

住 所

（第二面）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（01）

変
更
前

性 別

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

住 所

商 号 、 名 称

又 は 氏 名

フ リ ガ ナ

商 号 、 名 称

又 は 氏 名

性 別

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

確認欄生 年 月 日

氏 名

生 年 月 日

変
更
前

性 別 □ 男性 ☑ 女性

□ 男性 □ 女性

変

更

後

□ 男性 □ 女性

郵 便 番 号

変

更

後

性 別 □ 男性 ☑ 女性

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

① ②

③

④

⑤

⑥

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑧

③

③

③
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◎ 法定代理人の役員に関する事項（法人である場合） 変更区分

１５ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日 １ １．就退任　２．氏　名

カ ス ミ カ ゛ セ キ タ カ ヒ ロ

霞 ヶ 関 隆 弘

Ｓ － ５ １ 年 ０ ９ 月 ３ ０ 日

コ ク ト ゛ シ ン イ チ

国 土 真 一

Ｓ － ４ ８ 年 ０ ７ 月 １ ７ 日

※

確認欄生 年 月 日

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

性 別 ☑ 男性 □ 女性

変

更

後

性 別 ☑ 男性 □ 女性

変
更
前

⑨

③

③

⑧

⑧

③
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① 登録申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 届出時の登録番号を記入すること。

③ 「変更年月日」及び「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、

□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

④ 商号、名称又は氏名について、法人である場合においては、「フリガナ」の欄は、カタカナで上段から左詰

めで記入し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。なお、フリガナに会社の種類（カブシキガイ

シャなど）は記入しないこと。また、「商号、名称又は氏名」の欄も、上段から左詰めで記入すること。

個人である場合においては、「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入

し、その際、濁点及び半濁点は１文字として扱うこと。また、「商号、名称又は氏名」の欄も姓と名の間に１

文字分空けて左詰めで記入すること。

⑤ 「住所」の欄は、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入す

ること。

（記入例） 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

⑥ 法定代理人が個人である場合は、生年月日及び性別も記入すること。

⑦ 法定代理人の代表者に関する事項（法人である場合）の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定め

るところにより作成すること。

ア 代表者に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 代表者の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

⑧ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及び

半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入すること。

⑨ 法定代理人の役員に関する事項（法人である場合）の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定める

ところにより作成すること。なお、第二面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して

当該面の次に添付すること。

ア 代表者以外の役員に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 代表者以外の役員に新たな者を追加した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

ウ 代表者以外の役員を削減した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

エ 代表者以外の役員の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。
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※ ※ Ｆ １ ２ ３ ４ ５

項番 ◎ 役員に関する事項（法人である場合） 変更区分

２１ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日 １ １．就退任　２．氏　名

コ ク ト ゛ タ ゛ イ キ チ

国 土 大 吉

Ｓ － ４ ９ 年 １ １ 月 １ ０ 日

カ ス ミ カ ゛ セ キ サ フ ゛ ロ ウ

霞 ヶ 関 三 郎

Ｓ － ５ ３ 年 ０ ８ 月 ０ ８ 日

※

変更区分

２１ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日 １ １．就退任　２．氏　名

－ 年 月 日

カ ス ミ カ ゛ セ キ ト モ コ

霞 ヶ 関 智 子

Ｓ － ４ ６ 年 １ ０ 月 １ ５ 日

※

フ リ ガ ナ

氏 名

変

更

後

（第三面）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（01）

変 更 年 月 日

生 年 月 日

確認欄

フ リ ガ ナ

氏 名

確認欄

変
更
前

性 別 ☑ 男性

生 年 月 日

氏 名

変

更

後

性 別 □ 男性 □

変
更
前

性 別 □ 男性 ☑

性 別 ☑ 男性 □ 女性

□ 女性

女性

変 更 年 月 日

フ リ ガ ナ

氏 名

生 年 月 日

女性

生 年 月 日

フ リ ガ ナ

① ②

③
④

⑤

⑤

④

④

⑥

6



① 登録申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 届出時の登録番号を記入すること。

③ 役員に関する事項（法人である場合）の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分の定めるところにより

作成すること。第三面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付す

ること。

ア 代表者以外の役員に交代があった場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

イ 代表者以外の役員に新たな者を追加した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

ウ 代表者以外の役員を削減した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

エ 代表者以外の役員の氏名に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

④ 「変更年月日」及び「生年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、

□に数字を記入するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

⑤ 氏名の「フリガナ」の欄は、カタカナで、姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入し、その際、濁点及び

半濁点は１文字として扱うこと。また、「氏名」の欄も姓と名の間に１文字分空けて左詰めで記入すること。

⑥ 退任のみの場合は、変更前に記入すること。
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※ ※ Ｆ １ ２ ３ ４ ５

変更区分

２ 　１．新設・廃止

項番 ◎ 営業所又は事務所に関する事項 　２．名称・所在地

３０ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日

関 東 営 業 所

３ ３ ０ － ９ ７ ２ ４

埼 玉 県 さ い た ま 市 中 央 区 新 都 心 ２ 番 地 １ さ い

た ま 新 都 心 ビ ル ５ 階

０ ４ ８ － ６ ０ １ － ３ １ ５ １

埼 玉 支 店

埼 玉 県 さ い た ま 市 中 央 区 新 都 心 ２ 番 地 １ さ い

た ま 新 都 心 ビ ル ５ 階 ※

変更区分

　１．新設・廃止

◎ 営業所又は事務所に関する事項 　２．名称・所在地

３０ － 年 月 日

－

※

1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

所 在 地

電 話 番 号

営業所又は事務所
の名称

営業所又は事務所
の別

変
更
前

（第四面）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（01）

変

更

後

２ 1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

変 更 年 月 日

郵 便 番 号

確認欄

営業所又は事
務所の名称

営業所又は事
務所の別

２

所 在 地

変

更

後

変 更 年 月 日

営業所又は事務所
の別

1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

営業所又は事務所
の名称

郵 便 番 号

所 在 地

所 在 地
確認欄

電 話 番 号

変
更
前

営業所又は事
務所の別

1.主たる営業所又は事務所　2. 従たる営業所又は事務所

営業所又は事
務所の名称

① ②

③

④

⑤

⑥

⑤

④

⑦

⑥
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① 登録申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 「変更年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、□に数字を記入

するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

③ 営業所又は事務所に関する事項の届出は、次の区分に応じ、それぞれ当該区分に定めるところにより作成す

ること。第四面に記載しきれない場合は、同じ様式により作成した書面に記載して当該面の次に添付すること。

ア 営業所又は事務所を新設した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更後」の欄にのみ記載すること。

イ 営業所又は事務所を廃止した場合

「変更区分」の欄に「１」を記入するとともに、「変更前」の欄にのみ記載すること。

ウ 営業所又は事務所の名称又は所在地に変更があった場合

「変更区分」の欄に「２」を記入するとともに、「変更後」の欄及び「変更前」の欄の両方に記載するこ

と。

④ 「営業所又は事務所の別」の欄は、該当する番号を記入すること。

⑤ 「営業所又は事務所の名称」の欄は、主たる営業所又は事務所であれば「本店」、従たる営業所又は事務所

であれば支店名のみを記入すること（商号は記載不要）。

⑥ 「所在地」の欄は、「丁目」「番」及び「号」をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、上段から左詰めで記入

すること。

（記入例） 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 ２ － １ － ３

⑦ 「電話番号」の欄は、市外局番、市内局番、番号をそれぞれ－（ダッシュ）で区切り、左詰めで記入するこ

と。

（記入例） ０ ３ － ５ ２ ５ ３ － ８ １ １ １
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※ ※ Ｆ １ ２ ３ ４ ５

項番 ◎ 既に有している免許又は登録

３１ Ｒ － ０ １ 年 ０ ５ 月 ０ ７ 日

※

（第五面）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（01）

変

更

後

変 更 年 月 日

業の種類 免許等の番号 免許等の年月日

国土交通大臣
（03）第999999号

宅地建物取引業法第３条第１項の 東京都知事
（01）第999999号

平成31年4月26日
免許

マンションの管理の適正化の推進

に関する法律第 44条第 1項の登録

に関する法律第44条第１項の登録

国土交通大臣の登録を受けている

賃貸住宅管理業者

変
更
前

業の種類 免許等の番号 免許等の年月日

宅地建物取引業法第３条第１項の

国土交通大臣の登録を受けている 確認欄

賃貸住宅管理業者

平成27年9月30日
免許

マンションの管理の適正化の推進

① ②

③
④

⑤

⑤
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① 登録申請者は、＊印の欄には記入しないこと。

② 届出時の登録番号を記入すること。

③ 同一の免許等の番号で免許等の年月日のみ変更された場合は、変更届出書の提出は不要。

④ 「変更年月日」の欄は、最初の□には下表より該当する元号のコードを記入するとともに、□に数字を記入

するに当たっては、空位の□に「０」を記入すること。

（記入例） Ｓ ６ ０ 年 ０ １ 月 ０ １ 日 Ｍ 明治 Ｓ 昭和 Ｒ 令和

［昭和60年１月１日の場合］ Ｔ 大正 Ｈ 平成

⑤ 「免許等の年月日」の欄は、免許の有効期間の開始日ではなく、免許を与えられた年月日を記入すること。
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住　所

（フリガナ）

氏　名

職　名

期　　間

自　昭和60年　 4月　 1日

至　平成15年　 3月　31日

自　平成15年　 4月　 1日

至　平成23年　 3月　31日

自　平成23年　 4月　 1日

至　平成26年　12月　31日

自　平成27年　 1月　 1日

至　 　年　　月　　日　

自　 　年　　月　　日　

至　 　年　　月　　日　

自　 　年　　月　　日　

至　 　年　　月　　日　

自　 　年　　月　　日　

至　 　年　　月　　日　

自　 　年　　月　　日　

至　 　年　　月　　日　

自　 　年　　月　　日　

至　 　年　　月　　日　

自　 　年　　月　　日　

至　 　年　　月　　日　

上記のとおり相違ありません。

氏　名 　霞ヶ関　太郎

（Ａ４）

第二号様式（第六条関係）

略　　歴　　書

令和○○年　○月　○日

東京都千代田区大手町１－１－１

従　事　し　た　職　務　の　内　容

職　歴

◆◆建設株式会社　営業職　として勤務

生年月日 昭和40年 1月 1日

カスミガセキ　タロウ

霞ヶ関　太郎

◆◆建設株式会社　埼玉支店長　に就任

◆◆建設株式会社　取締役　に就任

□□不動産株式会社（現○○管理株式会社）
代表取締役　に就任 　現在に至る

代表取締役
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年 ○ 月 ○ 日

① 登録申請者本人が他の役員等を代表して誓約したものとする。

（法人用）

（Ａ４）

誓　　約　　書

第四号様式（第六条関係）

　登録申請者及び登録申請者の役員は、住宅宿泊事業法第25条第１項第２号から
第４号まで、第６号及び第８号から第11号までのいずれにも該当しない者である
ことを誓約します。

代表取締役　霞ヶ関　太郎

○○地方整備局長　殿

商 号 又 は 名 称

代 表 者 の 氏 名

霞ヶ関不動産株式会社

令和○○

①
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年 ○ 月 ○ 日

（法人である場合においては、代表者の氏名）

① 登録申請者本人が誓約したものとする。

② 法定代理人がいる場合は記載すること。

（Ａ４）

第六号様式（第六条関係）

誓　　約　　書

　登録申請者、法定代理人及び法定代理人の役員は、住宅宿泊事業法第25条第１
項第１号から第７号まで及び第９号から第11号までのいずれにも該当しない者で
あることを誓約します。

氏 名

令和○○

氏 名

（個人用）

商 号 又 は 名 称

○○地方整備局長　殿

霞ヶ関　太郎

法 定 代 理 人

①

②
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第八号様式（第十一条関係）

住宅宿泊事業法第28条第１項の規定により、下記のとおり届け出ます。

年 ○ 月 ○ 日

＊ ＊

5. 廃止

3. 破産管財人

備考

① 届出者は、＊印の欄には記入しないこと。

③ 死亡の場合にあっては、「届出事由の生じた日」の欄に死亡の事実を知った日を付記すること。

Ｆ１２３４５

令和○○

○○地方整備局長

4. 解散

住所

届出の理由

④ 届出者が法人の代表者であった場合、「氏名」の欄は、商号又は名称、及び代表者の氏名を記
入すること。

（Ａ４）

受付番号 受付年月日 届出時の登録番号

（01）

氏名

　霞ヶ関不動産株式会社

1. 相続人

殿

2. 元代表役員

東京都千代田区霞が関２－１－３
国土交通ビル１階

商号、名称又は氏名

1. 死亡

2. 合併による消滅

3. 破産手続開始の決定

4. 清算人

5．本人

届出事由の生じた日 　令和○○年○月○日

② 「届出の理由」及び「住宅宿泊管理業者と届出人との関係」欄は、該当するものの番号を○で
囲むこと。

廃 業 等 届 出 書

元　代表取締役　霞ヶ関　太郎

住宅宿泊管理業者と
届出人との関係

届出者

①

②

③

④

②
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○○地方整備局長

報告者

国土交通大臣（01）第Ｆ１２３４５号

体制の変更があった事を証する書類の太枠内に○を付けてください。

※１　従業員が雇用されていることを証する書類も提出すること。

　令和○○年　○月　○日

０３－５２５３－８１１１

殿

０３－５２５３－１５５７

商 号 又 は 名 称

氏 名 代表取締役　霞ヶ関　太郎

電 話 番 号

ファクシミリ番号

登 録 番 号

再委託先に求める人員体制の要件を記載した書面

（１）管理受託契約の締結に
係る業務の執行が法令に適合
することを確保するための必
要な体制

（２）住宅宿泊管理業務を適
切に実施するための必要な体
制

(法人である場合においては、代表者の氏名)

必要な体制に係る変更報告書面（表紙）

必要な体制が整備されていることを証する書類について、登録時から業務体制に変更があったので報告します。

霞ヶ関不動産株式会社

○

苦情等対応における人員体制図

使用する機器の詳細を記載した書面

○

宅地建物取引業の免許証の写し

マンション管理業の登録の通知書の写し

登録証明事業の証明書の写し

従業員等
の資格等
で証明す
る場合
（※１）

賃貸住宅管理業の登録の通知書の写し

職務経歴書

宅地建物取引士証の写し

管理業務主任者証の写し

事業経歴書
事業者の
免許等で
証明する
場合
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至 H22 年 3 月

至 H28 年 8 月

至 年 月

至 年 月

至 年 月

至 年 月

至 年 月

満 2 年 5 月

(満 2 年 5 月)

年 ○ 月 ○ 日

備考

① 「事業の内容」の欄は、登録申請者が行った住宅の取引又は管理に関する契約実務を伴う事業について全て記載すること。
② 「小計」の欄は、「事業経歴年数」の欄に記載した年数を月単位で通算して記載すること。

複数枚に及ぶ場合は頁毎に累計を記載すること。

東京都千代田区霞ヶ関２－１－３
国土交通ビル１階

登録申請者　
霞ヶ関不動産株式会社
代表取締役　霞ヶ関　太郎

令和○○

小　　計

(累　　計)

上記のとおり、事業の経歴を有することに相違ありません。

満 年 月

年 月

自 年 月

自 年 月
満

満 年 月

年 月満

自 年 月

自 年 月

1

年 月

1 年 5 月 住宅の管理に関する事業（契約実務を伴う業務を含む）

4 月
満

自 H21 年 4 月
満

自 年 月
満

（Ａ４）

事業経歴書

期 間 事業経歴年数 事　業　の　内　容

年 0 月 住宅の管理に関する事業（契約実務を伴う業務を含む）

自 H27 年

①

②
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至 H26 年 3 月

至 H29 年 5 月

至 年 月

至 年 月

至 年 月

至 年 月

至 年 月

満 2 年 2 月

(満 2 年 2 月)

年 ○ 月 ○ 日

備考

証 明 を 得 る こ と
が で き な い 場 合

そ の 理 由
証 明 者 と 被 証
明 者 と の 関 係

元従業員

① 「業務の内容」の欄は、本人が従事した住宅の取引又は管理に関する契約実務を伴う事務について全て記載すること。
② 「小計」の欄は、「実務経験年数」の欄に記載した年数を月単位で通算して記載すること。

ただし、期間が重複している場合でも実期間で通算すること。複数枚に及ぶ場合は頁毎に累計を記載すること。
　同時期に２以上の業務を担当した場合には、従事した期間が重複することのないよう留意して記載すること。

③ 証明者は実務の経験をした会社等の代表者とし、複数の会社等での経験を併せて実務経験とする場合は、それぞれの会社等
ごとに作成し、それぞれの会社等の代表者が証明すること。

④ 証明者証明を得ることができない場合とは、例えば、過去に従事していた会社で実務の経験があったが、現在当該会社が消
滅している場合などが考えられる。単に現在従事している会社以外の実務の経験という理由では認められない。

東京都千代田区霞ヶ関２－１－３
国土交通ビル２階

証明者　
国土管理株式会社
代表取締役　国土　花子

小　　計

(累　　計)

上記の者は、上記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

令和○○

満 年 月

年 月満

自 年 月

自 年 月

満 年 月

年 月満

自 年 月

自 年 月

1

年 月

1 年 2 月
住宅の管理委託契約に関する業務（依頼者との調整業務、契約に関する事項の説明業
務、契約書面の作成及び交付業務を含む）

4 月
満

自 H25 年 4 月
満

自 年 月
満

（Ａ４）

実務経験者職務経歴書

氏名 国土　真一

期 間 実務経験年数 業　務　の　内　容

年 0 月
住宅の管理委託契約に関する業務（依頼者との調整業務、契約に関する事項の説明業
務、契約書面の作成及び交付業務を含む）

自 H28 年

①

②

③

④
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苦情等対応における人員体制図【記載例】

本店 

0 時 ～  8 時  ： 再委託先○○会社のスタッフ２名で対応 

8 時 ～ 17 時  ： 自社（本店）スタッフ３名で対応 

17 時 ～  0 時  ： 再委託先○○会社のスタッフ３名で対応 

Ａ支店 

0 時 ～  9 時  ： 再委託先○○会社のスタッフ２名で対応 

9 時 ～ 18 時  ： 再委託先○○会社のスタッフ２名で対応 

18 時 ～  0 時  ： 再委託先○○会社のスタッフ３名で対応 

従業者が苦情等対応で現地に赴いている場合も、

別の苦情に応答可能であるような体制を常時確保す

る必要があります。 

苦情等対応における人員体制に関する書類を提出する必要があります。 
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使用する機器の詳細を記載した書面【記載例】

法第８条の規定による宿泊者名簿の正確な記載を確保するための措置として、宿泊

者の本人確認を以下ICT機器で行うこととしており、詳細の機能は以下のとおりです。 

【ICT 機器の機能】 

インターネット回線
光回線使用 

サービス名：○○光回線

端末 
タブレット使用

製品名：○○Pad 

OS Windows 使用 

ヘッドセット 無 製品名：－ 

マイク 内蔵 製品名：○○マイクロフォン 

音響機器 内蔵 製品名：－ 

カメラ
外付け 製品名：HD Web カメラ ○○ 

画素数 300 万画素 

ICT 等を用いて遠隔で業務を行う場合に必要な書類になります。 

法第７条の措置、法第８条の規定に

よる宿泊者名簿の正確な記載を確

保するための措置、法第９条の説

明、法第 10 条の規定による苦情及

び問い合わせへの応答について、

ICT 等を用いて遠隔で業務を行う場

合にはそれぞれ具体的な方法を明

らかにする必要があります。 
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再委託先に求める人員体制の要件を記載した書面【記載例】

【再委託先の情報】 

法第５条に規定する宿泊者の衛生の確保に関する業務 

商号、名称又は氏名  ：○○清掃株式会社 

代表者の氏名  ：清掃 花子 

主たる事務所の所在地 ：東京都千代田区○○１－１－１ ○○ビル１階 

届出住宅を担当する事務所：横浜支店 

届出住宅を担当する人数 ：２名 

連絡先  ：０３－５２５３－△△△△

法第 10 条に規定する苦情等への対応に関する業務 

商号、名称又は氏名  ：○○警備株式会社 

代表者の氏名  ：警備 太郎 

主たる事務所の所在地 ：東京都千代田区○○１－１－２ ○○ビル２階 

届出住宅を担当する事務所：横浜支店 

届出住宅を担当する人数 ：２名 

連絡先  ：０３－５２５３－×××× 

再委託による人員の確保を行う場合に必要な書類になります。 
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